
目標値（2020年度） 21,927 TJ 最新値（2020年度） 18,135 TJ

目標値（2020年度） 170,000 TJ 最新値（2020年度） 160,562 TJ

（ 13,300千t-CO2） （ 14,116 千t-CO2）

= 12.9％ = 11.3％

再生可能エネルギー100%地域
をめざし自給率を上昇
《再⽣可能エネルギー自給率》

県内で１年間に使うエネルギー量に対する県内で⽣み
出したと推計される再⽣可能エネルギー量の割合

年度 基準値
(2015)

目標値
（2020）

最新値
(2020) 進捗状況

数値 8.2％
（8.0%） 12.9％ 11.3％ C

※最終エネルギー消費量は部門別の目標値がないため、排出係数を乗じた温室効果ガス総排出量により分析

最終エネ消費量※
(温室効果ガス
総排出量)

再生可能エネ導⼊量

①太陽光発電
2015年度 2020年度

太陽光発電 3,328TJ 5,861TJ

再生可能エネルギーの導⼊

②小⽔⼒発電
2015年度 2020年度

小⽔⼒発電 29TJ 119TJ

③バイオマス・地熱発電等
2015年度 2020年度

バイオマス・地熱発電等 200TJ 871TJ

④熱利用
2015年度 2020年度

熱利⽤
（太陽熱、バイオマス・
地中熱利⽤等、燃料）

1,124TJ 1,397TJ

⑤運輸部門
2015年度 2020年度

運輸部門 3,906千t-CO₂ 3,610千t-CO₂

⑥家庭部門

⑦業務部門
2015年度 2020年度

業務部門 3,708千t-CO₂ 2,689千t-CO₂

⑧産業部門
2015年度 2020年度

産業部門 3,292千t-CO₂ 3,243千t-CO₂

2020年度の数値は暫定値

2020年度の数値は暫定値

2020年度の数値は暫定値

2020年度の数値は暫定値

温室効果ガス総排出量の削減

2-2地域内経済循環の促進
・エネルギー自⽴地域の確⽴

4-5地球環境への貢献
・脱炭素社会の構築

2-2地域内経済循環の促進
・エネルギー自⽴地域の確⽴

4-5地球環境への貢献
・脱炭素社会の構築

※基準値の上段は遡及改定後の値、下段（）はプラン策定時の値

（重点政策・主な施策）

重点目標⑧ 再生可能エネルギー自給率

（目標値の考え）

2015年度 2020年度

家庭部門 3,191千t-CO₂ 3,429千t-CO₂
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194,581 178,216 172,043 171,936 171,763 165,393 160,562 
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自給率（％）
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11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000 再生可能エネルギー導入量の推移
太陽光発電
小水力発電
バイオマス・地熱発電等
太陽熱利⽤
バイオマス・地中熱利⽤等
燃料
既存水力

• 再⽣可能エネルギー自給率は、2020年度で
11.3％となったが、目標値の12.9％に対する
基準値(2015年度:8.2％)からの進捗率は約
66％にとどまった。

• 計算式の分⼦であり増やすべき再⽣可能エネ
ルギー導⼊量は、2020年度において基準値と
なる2015年度⽐で約24％増加したが、目標値
の21,927TJに対しては約83％の⽔準にとど
まった。

• ⼀⽅、計算式の分⺟であり減らすべき最終エ
ネルギー消費量は、2020年度において基準値
となる2015年度⽐で約10％減少し、目標値で
ある170,000TJを下回り、目標を達成できた。

①再生可能エネルギー導⼊量

出典：再生可能エネルギー導⼊等状況調査（環境部）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
量
(T
J)

21,927

15,254

14,570

16,722
16,042

11,205

2010 15 1716 18 2020

太陽光発電 375 3,328 3,874 4,568 5,033 5,514 5,861 5,506
小水力発電 0 29 31 70 95 113 119 246
バイオマ
ス・地熱発
電等

166 200 297 313 426 426 871 844

太陽熱利⽤ 388 504 504 504 543 543 543 2,248
バイオマ
ス・地中熱
利⽤等

388 620 659 698 736 814 853 3,190

燃料 2 2 2 2 2 2 2 6
既存水力 9,886 9,886 9,886 9,886 9,886 9886 9,886 9,886

目標

17,299

19

(年度)

(年度)

※出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

20

18,135

（目標）

(1) 目標値に対する最新値の状況

(2) 進捗状況の要因分析

【太陽光】
• 住宅や事業所における太陽光エネルギー利⽤をさらに

普及促進するため、建物ごとに太陽光発電・太陽熱利
⽤のポテンシャルが確認できる｢信州屋根ソーラーポ
テンシャルマップ｣を2019年度から公開。
また、既存住宅への太陽光発電設備・蓄電池の設置を
⽀援するため、｢既存住宅エネルギー自⽴化補助⾦｣
(2021〜22年度計1,073件交付)や｢グループパワー
チョイス(共同購⼊)｣(同期間の登録件数計2,091件)に
よる⽀援を実施。

• これらの取組やFIT(固定価格買取)制度による促進効
果等により、県内の太陽光発電は2015年度⽐で約1.8
倍となっており、目標を達成。

【小⽔⼒発電】
• 収益納付型補助⾦による資⾦調達⽀援や、｢小⽔⼒発

電キャラバン隊｣による技術面や許認可⼿続等に関す
る相談対応により、地域事業者等を⽀援。

• これらの取組も含め、県内の小⽔⼒発電所は、2015
年度199施設から2020年度230施設に増加し、導⼊量
は2015年度⽐で約4倍に拡⼤したものの、目標値の
50％の⽔準にとどまった。太陽光発電と異なり導⼊コ
ストが下がらないことに加え、許認可⼿続や地域の合
意形成にも⻑期間を要することも導⼊が⼗分に進まな
い課題となっている。

再生可能エネルギー自給率の推移

【バイオマス・地熱発電等】
• 2015年度⽐で約4.4倍に拡⼤し、目標を超過して増加。
• バイオマス発電については⼤規模施設の運転開始もあって⼤きな増加となった⼀⽅、地熱発電等につ

いては設置コストの⾼さ等により導⼊が進んでいない。
【太陽熱、バイオマス・地中熱利用】
• 2015年度⽐で約1.2倍に拡⼤したものの、目標値の25％の⽔準にとどまった。
• 依然として導⼊コストの⾼さ等が課題。建物屋根における太陽熱利⽤や、再エネ発電で⽣じた廃熱を

有効活⽤するコージェネレーションシステムの活⽤等により、熱利⽤の普及促進を図る必要がある。

（2010年度は⻑野県環境エネルギー戦略の基準年度）
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宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ業（▲30.1%）

医療福祉（+16.1%）

ｵﾌｨｽ・教育・その他ｻｰﾋﾞｽ業
（▲15.4%）

卸小売業（▲21.6%）

電気ガス・通信・運輸
（▲72.5%）

（千t-CO2）

0

400

800

1,200

1,600

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

機械製造業（▲13.4%）

金属・窯業・土石製造業（▲1.9%）

農林水産鉱建設業（▲30.7%）
食品飲料製造業（▲1.0%）

その他製造業（▲18.8%）

（千t-CO2）

出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

(年度)

(年度)

(万TJ)
19.5

17.8
17.2 17.2 17.2

16.5

2020年度の数値は暫定値

②最終エネルギー消費量

温室効果ガス総排出量の推移

③温室効果ガス総排出量

【運輸】
• 最終エネルギー消費量は2020年度は5.8万TJで、

2015年度⽐11.8％減。
• 温室効果ガス総排出量で⾒ると、2020年度は

3,610千t-CO2で同7.6%減。
• 充電インフラの整備⽀援により県内の充電設備設

置数が2015年から2020年までに136基増えたほか、
鉄道・バス・タクシー事業者などに対して省エネ
化や電動化の働きかけを⾏っているが、2020年度
の⼤幅な減少は新型コロナウイルス流⾏で外出制
限・自粛が⾏われたことによる影響が⼤きいと考
えられる。

【家庭】
• 2020年度は3.9万TJで、2015年度⽐10.2％増。
• 温室効果ガス総排出量で⾒ると、2020年度は

3,429千t-CO2で同7.5%増。
• 家庭における省エネを促進するため、省エネアド

バイザー(2022年度末494人)により、インター
ネット等を通じて個々の家庭にアドバイスを実施
(2018〜2022年度計約52万件)するなど、省エネ
家電の周知などの取組を⾏ってきたが、2020年度
は新型コロナウイルス流⾏で家にいる時間が増え
た影響により、エネルギー消費量が増えたと考え
られる。

• 今後は、住宅の断熱化や省エネ家電への買換えな
ど、家庭での省エネに向けた取組をさらに強化し
ていく必要がある。

【産業・業務】
• 最終エネルギー消費量は、産業部門では、2020年

度は3.7万TJで、2015年度⽐2.5％減。業務部門で
は、2020年度は2.7万TJで、2015年度⽐31.6％減。

• 温室効果ガス総排出量で⾒ると、産業部門では
2020年度は3,243千t-CO2で同1.5%減、業務部門
では2020年度は2,689千t-CO2で同27.5%減。
いずれも、2020年度の目標を達成し、順調に削減
が進んでいる。

• 事業者の省エネルギーが進むよう、⼤規模事業者
に対して事業活動温暖化対策計画書制度により自
主的な取組を求めており、第３次計画期間(2020〜
2022年度)では、856者が提出。また、脱炭素化に
取り組む中小規模事業者を⽀援するため、2018〜
2022年度までに計87者の省エネ診断を実施し、運
⽤改善や設備更新等について助言を⾏うなどして
普及啓発を図ったことで、産業・業務部門におい
ては順調に取組が進んでいる。

• 業種別にみると、近年、機械製造業や食品飲料製
造業など緩やかな増加傾向となっており、今後は
県内産業界とともに製造プロセスの省エネ化など
に⼀層取り組んでいく必要がある。

※最終エネルギー消費量及び温室効果ガス総排出量の2020年度の数字
は暫定値

産業部門の業種別温室効果ガス総排出量の推移

業務部門の業種別温室効果ガス総排出量の推移

※（）内は2020年度値の対2010年度比

出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

(年度)

出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

運輸

家庭

業務

産業

部門別にみる最終エネルギー消費量の推移

(16.1)

(年度)

2020年度の数値は暫定値

2020年度の
数値は暫定値

目標

5,277 

3,800 3,292 3,279 3,298 3,261 3,198 3,243 3,278 

1,817 
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3,708 2,992 2,881 2,887 2,885 2,689 2,712 

2,667 

3,753 
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1,144 
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14,383 (14,116)

15,976(千t-CO2)

業務

産業

家庭

運輸

廃棄物

CO2以外

15,290

16,960

（長野県環境エネルギー

戦略の基準年度）

13,300

14,820 14,913 14,783

2020年度の数値は暫定値
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出典：県⺠経済計算（企画振興部）を元に作成

(参考)経済成⻑と環境負荷の相関分離
• 経済は成⻑しつつ、温室効果ガス総排出量(GHG)

とエネルギー消費量の削減が進む(デカップリング)
経済・社会構造を有する、持続可能で低炭素な環
境エネルギー地域社会をつくる必要がある。

• 2020(R2)年度の県内総⽣産は、2010(H22)年度
⽐で7％増加。

• ⼀⽅、温室効果ガス総排出量は同22％減少し、デ
カップリングが着実に進んでいる。

• 全国の値と⽐較すると、全国は国内総⽣産と温室
効果ガス総排出量の差が15ポイント差であるのに
対し、⻑野県は29ポイント差となっており、全国
に⽐べて⼤きくデカップリングが進んでいる。

(3) 要因分析を踏まえた今後の施策の方向性

①再生可能エネルギー生産量

②最終エネルギー消費量

③温室効果ガス総排出量

• 更なる省エネルギーの推進のためには、消費割合
の⼤きい運輸部門、削減率が低い⽔準にとどまる
家庭部門において取組を強化していく必要がある。

• 運輸部門においては、電気自動⾞(ＥＶ) への転換
を進めるため、充電インフラの整備を促進するな
ど利便性の向上により、2030年までにEV乗⽤⾞
10万台を目指す。

• 家庭部門に対しては、新築住宅のZEH(Net Zero 
Energy House、年間のエネルギー消費量収⽀ゼロ
を目指した住宅)化を推進するため、2025年度以降
のできるだけ早期の義務化を検討し、2027年度の
新築住宅ZEH率90％を目指す。

• 取組の成果が出ている太陽光発電については、地
域事業者との連携や、補助事業等による初期費⽤
の負担軽減などにより、住宅・事業所屋根への導
⼊を⼀層促進していく。

• 普及拡⼤が⼗分ではない小⽔⼒発電については、
収益納付型補助⾦による設備導⼊⽀援や、事業地
選定や合意形成に県が関与・⽀援することにより、
地域の合意に基づく事業化を促進し、2030年まで
に103.2万kWへの拡⼤を目指す。

• 地熱・地中熱、バイオマス発電については、収益
納付型補助⾦等による⽀援等により、コスト面の
障壁を取り払い、普及拡⼤を目指す。

• 上記①、②の取組などに加え、県⺠の脱炭素型ラ
イフスタイルへの転換を促進し、多様な主体が分
野を超えて連携し、総合的な地球温暖化対策を推
進する必要がある。

• そのため、｢ゼロカーボン社会共創プラットフォー
ム(くらしふと信州)｣においてあらゆる主体との共
創を推進するとともに、｢信州環境カレッジ｣を活
⽤し、気候変動に対する環境教育を推進する。112 99 104 104
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200
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６割減

排出量
実質ゼロ

※計の括弧内の数値は、森林吸収量を控除した正味排出量

CO2

産業部門
4.4万TJ

業務部門
4.0万TJ

家庭部門
4.2万TJ

運輸部門
6.9万TJ

2050年度2010年度
1.9万TJ

0.7万TJ

1.1万TJ

1.0万TJ

19.5万TJ
4.7万TJ
７割減

2010 2050
（⻑期目標）

4.5万TJ

2.9万TJ

2.1万TJ

2.8万TJ

12.3万TJ
４割減

2030
（短期目標）

2030年度

2010年度 2050年度2030年度

電気
2.1万TJ

電気
5.1万TJ

熱利⽤
1.3万TJ熱利用

0.1万TJ

2.2万TJ

6.4万TJ ３倍増

2010

2050
（⻑期目標）

2030
（短期目標）

電気
3.5万TJ

熱利⽤
0.5万TJ

4.1万TJ ２倍増

※⻑野県ゼロカーボン戦略の策定にあたり生産量の計算方法を
見直したため、2010年度値はプラン2.0で⽤いた値と異なる

※⻑野県ゼロカーボン戦略の策定にあたり排出量の算定方法を修正
したため、過年度の実績値はプラン2.0で⽤いた値と異なる
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